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電⼦帳簿保存法に適合した取引全体の電⼦化

2023年7⽉

「電⼦取引ソフト法的要件認証制度」とは、国税関係書類をコンピュータで作成し電⼦的にやり取りする場合の当該取引情報の保存を⾏う市販ソフトウェア及びソフトウェアサービスが、改正電⼦帳簿保
存法第7条の要件を満たしているかをチェックし、法的要件を満⾜していると判断したものを認証するものです
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電⼦帳簿保存法における取引関係書類の保存要件

電⼦取引データ保存義務 電⼦帳簿保存法 第７条

電⼦的に受け取ったり送付した請求書や領収書等については、データのまま保存しなけ
れ ばならないこととされており（法７）、その真実性を確保する観点から、以下のい
ずれかの条 件を満たす必要があります（規則４①）。

⑴ タイムスタンプが付与されたデータを受領（規則４①⼀）

⑵ 速やかに（⼜はその業務の処理に係る通常の期間を経過した後、速やかに）タイム
スタ ンプを付す（規則４①⼆） ※ 括弧書の取扱いは、取引情報の授受から当該記録事
項にタイムスタンプを付すまでの 各事項に処理に関する規程を定めている場合に限る。

⑶ データの訂正削除を⾏った場合にその記録が残るシステム⼜は訂正削除ができない
シス テムを利⽤して、授受及び保存を⾏う（規則４①三）

⑷ 訂正削除の防⽌に関する事務処理規程を策定、運⽤、備付け（規則４①四） また、
事後的な確認のため、検索できるような状態で保存すること（規則２⑥五）や、デ ィ
スプレイ等の備付け（規則２②⼀イ、⼆）も必要となります。

電⼦取引サービスに
より取引⽂書（重要
⽂書および⼀般⽂
書）すべてを（３）
の要件を満たすシス
テムで授受を⾏うこ
とを推奨します。

令和５年６⽉ 国 税 庁 電⼦帳簿保存法⼀問⼀答 【電⼦取引関係】より引⽤しています。
記載内容は令和5年改正（令和6年1⽉1⽇施⾏）に従った内容です。
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電⼦帳簿保存法への対応ポイント

ポイント

電⼦取引ソフト法的要件認証のチェック要件を参考とした保存を⾏う。

⾒積、注⽂、納品、請求、出来⾼確認書や出来⾼請求書など⼀連の取引⽂書すべ
てを ⻑期に原本として管理できる。（次ページ参照）

⾃社の基幹システムと連携し、取引先との取引⽂書の授受が⾏える。
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CONTRACTHUBによる⼯事請負契約取引で授受する⽂書の例
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び請求書確認

請求書に電⼦捺印

出来⾼検収明細書兼
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注⽂書情報⼊⼒
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ス
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ム

請求内容確定確認
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携
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署名

注⽂書兼
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捺印

⾒積書

PDF
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捺印

検収明細書
兼請求書

取引⽂書を統合的に管理する機能①

PDF

PDF
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取引⽂書を統合的に管理する機能②
契約検索画⾯（案件の検索）

案件内の⽂書⼀覧

検索した⼯事請負契約（案件）で 取引先
と授受した取引⽂書の⼀覧および署名状態

などが確認できます。

取引先やプロジェクト名などを条件に契
約している⼯事請負契約（案件）などを

検索できます。
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弊社におけるパートナ企業との電⼦取引事例
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1.NSSOLの取引業務電⼦化の変遷

SaaS型・顧客提供⽤・電⼦契約サービスの運⽤開始

請負契約を電⼦化

準委任・派遣契約も電⼦化

パートナ企業
との

電⼦化

パートナ企業
との

電⼦化
社50社

500社超

注⽂書・注⽂請書の電⼦取引

⼦会社⼦会社

⾒積から請求ま
での取引全体の

電⼦化

弊社とパートナ企業間取引 弊社および弊社⼦会社とパートナ企業間取引に拡⼤

年間3万件超の契約
の電⼦化
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・・・・電⼦署名 ・・・・タイムスタンプ

２．電⼦取引の概要図

請負契約 派遣契約
１．⾒積書
２．注⽂書
３．注⽂請書
４．業務完了報告
５．経費明細書
６．請求書

準委任契約
１．⾒積書
２．注⽂書
３．注⽂請書
４．検収書
５．請求書

１．⾒積書
２．注⽂書
３．発注条件書
４．注⽂請書
５．納品書
６．検収書
７．請求書

注⽂請書
注⽂書

❶⽂書登録
電⼦署名

❹電⼦署名の
通知・確認

❷⽂書登録
の通知

❸⽂書確認
電⼦署名

受注側発注側

クラウド上の共有サーバ

システム
連携

電⼦取引サービス
パートナと授受する取引⽂書すべて
を対象とした電⼦取引を実施中
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3.導⼊効果

9

電⼦契約サービスの導⼊により、年間数千万円に及ぶコストを削減、
購買業務をスピードアップ

• 請負契約印紙税削減
（連結⼦会社）

• 切⼿、郵送料不要
• 紙作業コスト

（印刷、押印、封⼊、投函）

• パートナとの契約業務がペーパーレス化
• 紙作業がなくなり、受発注書や検収/請求書

交換リードタイムが⼀気に短縮
• ⼿続き中および過去の⽂書検索にかかる時

間が⼤幅に短縮

ペーパーレスによる
コストダウン

業務の
スピードアップ
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請求書の受領側の電⼦化事例
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1枚⽬検収明細書 2枚⽬出来⾼請求書

検収書兼請求書
属性
・検収⽇付、
・請求⾦額
・署名者情報
を⾃動連携

1枚⽬検収明細書 2枚⽬出来⾼請求書

検収明細および
請求⾦額確認

請求書への⽇付、
登録番号⼊⼒

および電⼦捺印。

取引先署名待ち

検収明細書に⾃動署名

発注者側が作成した検収明細書兼請求書のPDFファイルを受注者に送付し、受注者側がそれに⽇付などを
⼊⼒し、電⼦捺印するケース

発注側（甲） 受注側（⼄）
発⾏通知

業
務
シ
ス
テ
ム

システム連携

取引先が⼊⼒した⽇付、登録番号などをシステム連携



Copyright © 2023 NS Solutions Corporation, All rights reserved. 12

確定⾒積もりから検収、請求までの取引⽂書の授受履歴の確認

KDA230102⼯事番号⼯事部起案グループ
千葉事業所第⼆センター電気設備増強⼯事件名⽇鉄建設⼯業株式会社取引先
2023/1/10登録⽇付⼯事請負契約契約種別
T123456-01プロジェクト番号50,000,000注⽂⾦額
千葉事業所第⼆センター 第⼆期拡張プロジェクト名⽥中太郎登録者

＜契約情報＞

＜登録⽂書情報＞
⾦額⽇付ダウンロードファイル名⽂書状態

主管 取引先
⽂書名

50,000,0002023/1/7千葉第⼆C電気設備⼯事⾒積書.pdf○
2023/1/7

⾒積書

50,000,0002023/1/11千葉第⼆C電気設備⼯事注⽂書兼請書.pdf〇
2023/1/15

〇
2023/1/11

注⽂書兼請書

3,500,0002023/2/27千葉第⼆C電気設備⼯事 2⽉検収明細書兼請求書.pdf〇
2023/2/28

〇
2023/2/26

検収明細書兼請求書

20,000,0002023/3/25千葉第⼆C電気設備⼯事 3⽉検収明細書兼請求書.pdf未読
電⼦捺印待ち

〇
2023/3/25

検収明細書兼請求書

取引先が登録

SOシステム連携登録

SOシステム連携登録

SOシステム連携登録

• CONTRACTHUBで契約（案件）詳細画⾯にて、契約（案件）情報およびその⽂書⼀覧が確認できます。
• ⽂書⼀覧では、授受した⽂書、その⽂書の状態（どこまで署名や電⼦捺印が⾏われたか︖）などが確認できます。
• 下記の例では、複数回の検収明細書兼請求書の授受が⾏われ、⽂書の発⾏⽇付、請求⾦額が確認できます。
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• NS（ロゴ）、NSSOL、NS Solutions、CONTRACTHUB、CONTRACTHUB@absonne（ロゴ）は、⽇鉄ソリュー
ションズ株式会社の登録商標です。

• その他本⽂記載の会社名及び製品名は、それぞれ各社の商標⼜は登録商標です。

(本資料ご利⽤にあたってのご注意事項)
• 本資料は、弊社が信頼できると判断した情報源に基づいて作成していますが、その確実性・完全性に関して保証する
ものではありません。お客様におきましては、本資料をご参照の上、国税関係帳簿書類の遵守・運⽤等も含め、お客
様の業務を把握する専⾨家にご相談されることをお奨めします。

• 本資料に記載された意⾒や予測等は、資料作成時点での弊社もしくは執筆者の判断であり、今後、予告なしに変更さ
れることがあります。

• 電⼦帳簿保存法の改訂内容は、今後本資料で記載した内容と異なる変更が⾏われる可能性があります。

サービスに関するお問い合わせ

⽇鉄ソリューションズ株式会社
デジタルテクノロジー＆ソリューション事業部

Mail: dts-contracthub@jp.nssol.nipponsteel.com

〒105-6418 東京都港区⻁ノ⾨1丁⽬17-1 ⻁ノ⾨ヒルズ ビジネスタワー


